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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度（以下、当期という。）の日本経済は、設備投資の下げ止まりなど、一部に持ち

直しの動きが見られたものの、雇用情勢の悪化を背景とした個人消費の低迷により、依然として厳

しい状況が続いた。一方、海外においては、欧州、特にユーロ圏で景気の低迷が続いたものの、米

国やアジアを中心に、総じて景気は底固く推移した。このような経済環境のもと、当企業集団は、

先進技術を結集し、世界中のお客様に一層ご満足いただけるよう、魅力あふれる商品づくりに全力

で取り組んできた。 

当期中には、スタイリッシュ２ボックス「イスト」、最上級ミニバン「アルファード」、新世代

ビークル「ウィッシュ」など、お客様のライフスタイルに合わせた新型車を幅広く投入するととも

に、ラグジュアリーＳＵＶ市場のパイオニアとして海外でも好評を博している「ハリアー」のフル

モデルチェンジも実施した。また、各地域の特性に合わせて商品開発を行った「カローラ」の２０

０２年の全世界販売が１００万台を突破するなど、当社の商品力は日本のみならず、海外でも高く

評価されている。 

なお、お客様の価値観の変化に対応するため、従来のトヨタブランドに加え、海外で展開してい

るレクサスブランドを、日本国内にも新たに導入するとともに、トヨタブランドについては、販売

網を現状の５チャネルから来年春に４チャネルへ再編成することを決定した。 

当期の日本の自動車販売台数については、お客様のニーズに対応した積極的な新商品の販売や全

国販売店の懸命な努力により、２２１万８千台と前期に比べて１千台増加し、軽自動車を除くトヨ

タ車の販売シェアは４２.３％と、５年連続で販売シェア４０％を超えることができた。なお、軽自

動車を含む販売シェアは３８.５％となった。また、海外においても、各地域のニーズに対応した新

製品の販売などにより、４０２万８千台と前期に比べて４６万１千台（＋１２.９％）の増加となっ

た。この結果、日本、海外を合わせた総販売台数は、６２４万６千台と、前期に比べて４６万２千

台（＋８.０％）増加した。 

当期の業績については、売上高は１６,０５４,２９０百万円と、前期に比べて９４７,９９３百万

円（＋６.３％）の増収となり、営業利益は１,３６３,６７９百万円と、前期に比べて２４０,２０

９百万円（＋２１.４％）の増益となった。営業利益の増減要因については、増益要因として、原価

改善の努力が３,０００億円、営業面の努力が９００億円、為替変動の影響が６００億円と合計４,

５００億円あった。一方、減益要因としては、研究開発費および労務費の増加ほかで２,０９８億円

あった。また、経常利益は１,４１４,００３百万円と前期に比べ３００,４７９百万円（＋２７.

０％）の増益、当期純利益は、９４４,６７１百万円と、前期に比べて３２８,８４７百万円（＋５

３.４％）の増益となった。 

なお、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益ともに過去最高となっている。 

また、当社と一部の国内連結子会社および国内持分法適用関連会社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け

た。 
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当社と当該国内連結子会社および国内持分法適用関連会社は、「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退

職給付債務の消滅を認識している。 

これにより、当期において、３２,３４１百万円（当該国内持分法適用関連会社の影響額のうち当

社持分に相当する金額）を「持分法による投資利益」に含めて営業外収益に、また、２３５,３１４

百万円（当社および当該国内連結子会社の影響額）を「厚生年金基金代行部分返上益」として特別

利益に計上している。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①自動車事業 

売上高は１４,８０１,２７８百万円と、前期に比べて８９１,３５２百万円（＋６.４％）の増収

となり、営業利益は１,３３２,３６０百万円と、前期に比べて２５４,２６３百万円（＋２３.

６％）の増益となった。営業利益の増益は、研究開発費、労務費などが増加したものの、海外にお

ける販売台数の増加および子会社も含めた原価改善の努力などによるものである。 

②金融事業 

売上高は７２０,００７百万円と、前期に比べて２６,６２２百万円（＋３.８％）の増収となった

が、営業利益は２８,５２０百万円と、前期に比べて４０,１３７百万円（△５８.５％）の減益とな

った。営業利益の減益は、融資残高の増加などにより業績は好調に推移したものの、米国の販売金

融子会社が、米国財務会計基準書第１３３号および第１３８号を適用により、金利スワップ取引な

どの時価評価を評価損として計上したことなどによるものである。 

なお、当期の時価評価による当該評価損は４０,２１０百万円と、前期に比べて４５,３９８百万

円の減益要因となった。 

③その他の事業 

売上高は８７１,９５２百万円と、前期に比べて５２,４８２百万円（＋６.４％）の増収となり、

営業利益は１４,３８３百万円と、前期に比べて１５,２７９百万円の増益となった。営業利益の増

益は、住宅事業の生産および販売が好調であったことなどによるものである。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①日本 

売上高は１１,２６５,２２５百万円と、前期に比べて７３１,４８８百万円（＋６.９％）の増収

となり、営業利益は１,０３２,８１３百万円と、前期に比べて１６２,４８７百万円（＋１８．

７％）の増益となった。営業利益の増益は、子会社も含めた原価改善の努力や海外への販売台数が

増加したことなどが、研究開発費や労務費の増加を上回ったことなどによるものである。 
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②北米 

売上高は６,２６２,６９９百万円と、前期に比べて４３０,３６２百万円（＋７.４％）の増収と

なり、営業利益は２８９,７９１百万円と、前期に比べて２４,１４２百万円（＋９.１％）の増益と

なった。営業利益の増益は、現地の生産ならびに販売台数が増加したことが、米国の販売金融子会

社による金利スワップ取引などの時価評価による評価損の増加を上回ったことなどによるものであ

る。 

③欧州 

売上高は、１,５９１,０３３百万円と前期並みとなり、営業利益は３,９０４百万円と前期に比べ

て１６,３０９百万円の増益となった。営業利益の増益はフランス工場などの生産台数増加や現地で

の販売が好調に推移したことなどによるものである。 

なお、一部の連結子会社を除き、前期において、連結子会社の決算日を12月31日から３月31日に

変更しており、当該連結子会社の前期の月数は15ヶ月となっている。当該連結子会社の前期の数値

に15分の12を乗じた12ヶ月換算値と当期を比較すると、販売台数は４８,７６０台（＋６.７％）の

増加、売上高は３１５,４６５百万円（＋２４.７％）の増収となり、営業利益は１３，８２８百万

円の増益となった。 

④その他の地域 

売上高は１,６９５,８１０百万円と、前期に比べて２９５,３８４百万円（＋２１.１％）の増収

となり、営業利益は５２,５０９百万円と、前期に比べて３２,７５５百万円（＋１６５.８％）の増

益となった。営業利益の増益はアジアの販売台数増加などによるものである。 

なお、一部の連結子会社を除き、前期において、連結子会社の決算日を12月31日から３月31日に

変更しており、当該連結子会社の前期の月数は15ヶ月となっている。当該連結子会社の前期の数値

に15分の12を乗じた12ヶ月換算値と当期を比較すると、販売台数は４５２,２４６台（＋５５.

３％）の増加、売上高は５７５,４７０百万円（＋５１.４％）の増収となり、営業利益は３６,７０

６百万円の増益となった。 

 

（注） 本報告書の売上高、売上原価等は、消費税等を除いて表示している。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

当期のキャッシュ・フローの状況については、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調

整前当期純利益が１,６４９,３１８百万円となったことなどから、差引１,３２９,４７２百万円の

資金の増加となり、前期が７５９,１４９百万円の増加であったことに比べ、５７０,３２３百万円

の増加となった。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出１,

０１２,８０３百万円などにより、差引１,３８５,８１４百万円の資金の減少となり、前期が９５４,

０３１百万円の減少であったことに比べ、４３１,７８３百万円の減少となった。財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、３３,５５５百万円の資金の増加となり、前期が３４８,００５百万円の資金

の増加であったことに比べ、３１４,４５０百万円の減少となった。これらの増減に加え、為替換算

差額などを合わせると、当期末における現金及び現金同等物の残高は、１,６２３,２４１百万円と、

前期末に比べて６４,８８５百万円（△３.８％）減少した。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

その他 

4,162,291 台 

882,951 

387,034 

550,690 

＋  3.3 

＋  11.4 

＋  25.3 

＋ 101.3 

自動車事業 

計 5,982,966 ＋  10.7 

その他の事業 住宅事業 3,574 戸 ＋  15.5 

(注)  「自動車事業」における生産実績は、車両(新車)生産台数を示している。 

 

(2) 受注状況 

連結財務諸表提出会社および連結製造子会社は、国内販売店、海外販売店等からの受注状況、 

最近の販売実績および販売見込等の情報を基礎として、見込生産を行っている。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
当連結会計年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前期比(％) 
事業の種類別セグメントの名称 

数量 金額(百万円) 数量 金額 

車両 

海外生産用部品 

部品 

その他 

6,246,156 台

― 

― 

― 

12,583,713 

171,187 

955,307 

1,078,733 

＋  8.0 

― 

― 

― 

＋  6.1 

△ 12.0 

＋  0.8 

＋ 25.9 

自動車事業 

計 ― 14,788,940 ― ＋  6.7 

金融事業 ――――――― ― 700,961 ― ＋  3.6 

住宅事業 

情報通信事業 

その他 

4,021 戸

― 

― 

95,185 

70,850 

398,351 

＋  9.1 

― 

― 

＋ 13.9 

＋ 12.1 

△  6.2 
その他の事業 

計 ― 564,387 ― △  1.3 

合計 ― 16,054,290 ― ＋  6.3 

(注) １ 主要な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満で

あるため、主要な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略

している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 「自動車事業」における「車両」の数量は、車両(新車)販売台数を示している。 

４ 金額は外部顧客に対する売上高を示している。 
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前頁に記載した当連結会計年度における「自動車事業」の販売数量を、仕向地別に示すと、次の

とおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

前期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

その他 

2,217,739 台 

1,981,824 

775,952 

1,270,641 

＋  0.0 

＋  11.3 

△  10.4 

＋  37.9 

自動車事業 

計 6,246,156 ＋  8.0 

(注)  上記仕向地別販売数量は、車両(新車)販売台数を示している。 
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３ 【対処すべき課題】 

当社は、意思決定・オペレーションのスピードアップや、経営の透明性の一層の向上を目的とした

新たな経営制度の導入により、経営改革を推進していく。そして、豊かな新世紀社会の実現に貢献す

るとともに、今後もさらなる成長を続けていくため、グループの総力を挙げて以下の課題に取り組ん

でいきたい。 

まず、お客様のニーズを敏感にとらえた商品をタイムリーに投入し、より多くのお客様に車の楽し

さ、便利さを提供していく。次にハイブリッド車の一層の普及、燃料電池自動車の開発などにより環

境問題への対応を強化していく。また、ＩＴ技術を含めた幅広い分野での先端技術開発を通じて、安

全・安心・快適な車社会の実現を目指す。最後に、各地域のニーズに対応した商品開発、生産・販売

体制の構築などにより、強靭で効率的な、真のグローバル体制を確立していく。これらの課題への取

り組みを通して、当社は、株主価値の向上をはかるとともに、「２１世紀の車とクルマ社会を創造す

るリーダー」となるべく、努力していきたい。 

今後とも、世界中の人から尊敬される企業となるべく、真摯かつ謙虚な姿勢で、社会との調和ある

成長を目指していく。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

昭和41年10月 日野自動車株式会社と業務提携 

昭和42年11月 ダイハツ工業株式会社と業務提携 

昭和59年２月 米国において乗用車を共同生産するため、ＧＭ社との間で昭和59年２月に合弁会

社ニュー ユナイテッド モーター マニュファクチャリング株式会社（略称Ｎ

ＵＭＭＩ）を設立し、ＧＭ社およびＮＵＭＭＩと合弁事業に関する諸契約を締結

平成３年７月 ドイツのフォルクスワーゲンＡＧおよび同社の日本法人と、国内市場におけるフ

ォルクスワーゲン車全車種の販売提携について、基本覚書を締結 

平成14年１月 チェコ共和国において小型乗用車を共同生産するため、プジョー シトロエン

オートモービルズ ＳＡとの間で合弁契約を締結（当該契約に基づき、平成14年

３月トヨタ プジョー シトロエン オートモービル チェコ有限会社を設立）

平成14年８月 中国第一汽車集団公司と、中国における自動車の共同事業に関する基本合意書を

締結 
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５ 【研究開発活動】 

当社は、「クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と

豊かな社会づくりに取り組む」の基本理念のもと、研究開発活動を積極的に行っている。 

当企業集団の研究開発は、日本においては、当社を中心に、日野自動車㈱、ダイハツ工業㈱、トヨ

タ車体㈱、関東自動車工業㈱、アラコ㈱、㈱豊田中央研究所などの関係各社が密接な連携のもと、多

様化・高度化する市場ニーズを的確に捉えた高品質、低コストでより魅力ある商品の開発を推進して

いる。また、海外においては、各地域のお客様のニーズを的確に捉えたクルマづくりのために、米国

のトヨタ テクニカル センター Ｕ．Ｓ．Ａ．㈱、キャルティ デザイン リサーチ㈱および欧州

のトヨタ モーター エンジニアリング・マニュファクチャリング ヨーロッパ㈱のテクニカルセン

ター、トヨタ ヨーロッパ デザイン ディベロップメント㈲によるグローバルな開発体制を構築し

ている。 

当連結会計年度における当企業集団の研究開発費は６７１，６０８百万円である。 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの活動状況および研究開発費は次のとおりで

ある。 

(1) 自動車事業 

当連結会計年度中には、「カルディナ」、「ランドクルーザープラド」、「ハイラックスサーフ」、

「ハリアー」のフルモデルチェンジをはじめ、「イスト」、「アルファードＧ」・「アルファード

Ｖ」、「プロボックス」・「サクシード」、「ヴォルツ」、「ＷｉＬＬ サイファ（ＣＹＰＨＡ）」、

「ウィッシュ」といった多様化する市場ニーズを的確に捉えた新型車を相次いで投入した。また、技

術開発面においては、超－低排出ガスを達成するガソリン乗用車の車種拡大を一層推進するとともに、

ハイブリッド車や燃料電池自動車など環境先進技術車の開発に積極的に取り組むなど、環境への着実

な対応を推進した。特にプリウスは、燃費を更に向上し、世界最高の低燃費を実現した。更に、燃料

電池ハイブリッド乗用車を日米で限定販売した。一方、安全面では、衝突不可避を事前に判断し、被

害を軽減する新安全技術「プリクラッシュセーフティ」を開発し、新たな安全分野を切り開いた。 

当事業に係る研究開発費は５９４，３７２百万円である。 

(2) その他の事業 

基礎研究分野においては、㈱豊田中央研究所を中心として、エネルギー・環境、機械、情報・通信、

材料などの幅広い分野における研究活動に取り組んでいる。 

住宅事業については、当社が中心となり市場ニーズに対応した新商品の開発に取り組んでいる。当

連結会計年度中には、「シンセ・スマートステージ－f」などの新商品を投入した。 

その他、船舶の研究開発活動に取り組んでいる。 

その他の事業に係る研究開発費は７７，２３６百万円である。 




